
当別町地域内フィーダー系統確保維持計画（案）

平成２６年５月 日

（名称）当別町地域公共交通活性化協議会

（代表者名） 会長 増 輪 肇

平成18年度より行ってきた実証運行により、導入以前は 2路線22便しかなかったバス

交通が、コミュニティバス 66便(平日)、当江線8便(平日)、合計74便の3倍まで増やす

ことができた。利用者もコミュニティバス導入以前に比べ 1.8倍まで増加したことは、一

元化によるコミュニティバス導入の最大のメリットと言える。

これらの住民に根付いたコミュニティバスシステムを維持し、交通弱者である子供や高

齢者の移動手段を確保することで、住民の住環境の向上、高齢者の行動範囲拡大による健

康増進を図るほか、コミュニティバスを通じた環境教育による環境意識の啓発にも資する

ことができる。

一度失ってしまったバス交通を回復させるために 5年の歳月を要したことを考えると、

バス路線は容易に廃止すべきものではなく、子供や高齢者の健康で安全な必要最低限の住

環境を守るためにも、地域公共交通の中心であるコミュニティバスを確保することは重要

である。

１）事業の目標

コミュニティバスを運行することによる住民に対する生活レベルの向上効果を得るため、

次の目標を定める。

・１日当たりの利用者数を前年度以上とする（平成２４年度実績）

市街地循環線（昇順） 9.9人／日 市街地循環線（降順） 9.8人／日
青山線 35.6人／日

・運行経費に対する収入の割合を前年度以上とする（平成２４年度実績）

市街地循環線（昇順） 14％ 市街地循環線（降順） 13.9％
青山線 20.3％

２）事業の効果

これらの目標を達成したことで得られる効果は以下の通り。

・バスの利用者数が増加することによる収入の増加

・安定的な収入の確保によるコミュニティバス事業の安定

・バス路線の確保による交通弱者の救済

・公共交通の認知度向上による、住民の環境や健康意識の啓発

１ 地域公共交通確保維持事業に係る目的・必要性

２ 地域公共交通確保維持事業に係る定量的な目標・効果



・別添の表１のとおり

・別添の表２のとおり

・当別町地域公共交通活性化協議会

・バス乗務員による乗降調査(常時実施)

・地域内フィーダー系統確保維持計画のため記載なし

・該当しないため記載なし

・別添の表５のとおり

・車両の取得を行わないため記載なし

３ 地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び運送予

定者

４ 地域公共交通確保維持事業に要する費用の総額、負担者及び負担額

７ 別表４の補助事業の基準二に基づき、協議会が平日１日当たりの運行回数が３回以

上で足りると認めた系統の概要

８ 別表４の補助事業の基準ハに基づき、協議会が「広域行政圏の中心市町村に準ずる

生活基盤が整備されている」と認めた市町村の一覧

９ 地域公共交通確保維持事業を行う地域の概要

１０ 車両の取得に係る目的・必要性

５ 補助金の交付を受けようとする補助対象事業者の名称

６ 補助を受けようとする手続きに係る利用状況等の継続手法



・車両の取得を行わないため記載なし

・車両の取得を行わないため記載なし

・車両の取得を行わないため記載なし

平成２４年度

第１回 平成２４年６月２７日

・平成 23年度活性化・再生総合事業実績報告
・平成 23年度協議会決算報告及び監査報告
・地域内フィーダー計画の策定

第２回 平成２４年９月２０日

・当別ふれあいバス 平成２４年度８月までの実績

・「環境まちづくりパートナーズ基本協定」の更新について

・１０月２７日ダイヤ改正及び路線の変更について

第 3回 平成２５年２月２０日

・当別ふれあいバス 平成２４年１月までの実績

・平成２５年度事業計画・予算案

・平成２５年度地域公共交通確保維持改善事業に関する事業評価

平成２５年度

第１回 平成２５年６月２５日

・平成２４年度協議会事業実績

・平成２４年度協議会決算及び監査報告

・平成２５年度地域公共交通確保維持改善事業に関する事業評価

１１ 車両の取得に係る定量的な目標・効果

１２ 車両の取得計画の概要及び車両の取得を行う事業者

１４ 協議会の開催状況と主な議論

１３ 老朽更新の代替による費用の削減等による地域公共交通確保維持事業における収

支の改善に係る計画（車両の代替による費用削減等の内容、代替車両を活用した利

用促進策）



・「環境まちづくりパートナーズ基本協定」の終了について

・平成２６年度地域内フィーダー計画の策定

第２回 平成２５年１０月３日

・当別ふれあいバス 平成２５年度８月までの実績

・ノーマイカーウィークの実施結果について

・公共交通の利用促進に向けたプロモーションの実施結果について

・平成２５年度１２月１日ダイヤ改正について

・デマンド交通について

第３回 平成２６年２月７日

・当別ふれあいバス 平成２５年度１２月までの実績

・平成２５年度協議会事業計画・予算案

平成２６年度

第１回 平成２６年６月２日（書面会議）

・監査委員の選任について

・協議会補助の導入に伴う平成２６年度地域内フィーダー計画の変更

・出前講座を実施した際に参加者から意見要望を聴取した。（平成２４年度２回）

・協議会構成員には地域住民の代表者が含まれており、それぞれの意見を集約している。

・バスに関する意見要望については、美しいまちづくり課（協議会事務局）及び運行事業

者において随時受け付けている。路線再編ダイヤ改正時に考慮している。

・別添のとおり

・地域協働推進事業計画の認定を受けていないため記載なし

１５ 利用者等の意見の反映状況

１６ 協議会メンバーの構成

１７ 地域協働推進事業計画の認定を受け、地域間幹線系統確保維持事業の特例措置を

受けている場合は、対象とする系統について、利用促進に向けた継続的かつ計画的

な取組みの内容並びに当該取組の実施主体及び推進体制並びに当該系統の輸送量の

増加目標











当別町地域公共交通活性化協議会　委員名簿

平成26年5月20日　現在

選任区分 所属・役職 氏名
役割
分担

備考

1 当別町長が指名する者
当別町
副町長

増輪　　肇

Ａ

会長

2
当別町
福祉部長

高橋　　通

3
当別町教育委員会事務局
教育部長

野村　雅史

4 北海道運輸局札幌運輸支局長が指名する者
北海道運輸局札幌運輸支局
首席運輸企画専門官

樋口　康弘 Ｈ

5 北海道石狩振興局長が指名する者
北海道石狩振興局地域政策部
地域政策課長

塚田　みゆき Ｂ

6 札幌地区バス協会の代表
札幌地区バス協会
事務局

野川　祐次 Ｆ

7 関係する道路管理者
札幌開発建設部　
札幌道路事務所計画課長

貴田　勝太郎

Ｇ8
空知総合振興局
札幌建設管理部当別出張所長

汐川　雅彦

9
当別町
建設水道部長

堤　　和弘

10関係する鉄道事業者 ＪＲ石狩当別駅長 横関　　章 Ｄ

11
当別町コミュニティバス実証運行事業
参加事業者の代表

北海道医療大学
経営企画部総務企画課長

三浦　清志

Ｃ

12
スウェーデンハウス株式会社
スウェーデンヒルズ管理センター長

深村　俊一

13一般乗合旅客自動車運送事業者の代表
有限会社下段モータース
代表取締役

下段　寿之

Ｄ

14一般貸切旅客自動車運送事業者の代表
山内建材工業株式会社
代表取締役

山内　孝司

15
一般貸切旅客自動車運送事業者の事業用自
動車の運転手が所属する団体等の代表

有限会社下段モータース
（運転手が所属する団体等の代表）

加藤　啓一 Ｅ

16
住民又は利用者の代表
（地域住民及び団体の代表）

当別町行政推進員連絡協議会
会長

山下　義則

Ｃ

17
当別町ＰＴＡ連合会
副会長

浅野　政輝

18
当別町高齢者クラブ連合会
副会長

菊池　　久

19
当別町女性団体連絡協議会
理事

島田　文恵

20
当別町ボランティア連絡協議会
会長

大口　弘美

21
当別町商工会
事務局長

五十嵐　一夫

22
当別町社会福祉協議会
主任

藤原　　徹

構成員 主な役割

Ａ 当別町
・地域住民の移動手段確保に対する責任者
・地域の公共交通に関する課題への対応と地域の真のニーズの把握

Ｂ 石狩振興局
・広域的な視点からの指導・助言
・複数市町村の取り組みに対する調整

Ｃ 地域住民・利用者・参加事業者の代表
・地域住民、利用者ニーズの代弁者
・利用者の視点に立った地域における乗合輸送サービスの設定・運行計画策定
・地域の公共交通を支えるという視点から、自ら主体となっての交通行動の実施

Ｄ 交通事業者 ・交通サービスの提供者として、ノウハウを活かした企画の策定

Ｅ 運転手が組織する団体
・運転者を通じて得られる利用者ニーズの報告とその対応提案の策定
・労働条件及び労働環境からの意見・提言

Ｆ 事業者団体 ・地域交通ネットワーク構築のための事業者間調整

Ｇ 道路管理者 ・道路管理の観点から、運行計画の円滑な実施に向けた指導・助言

Ｈ 札幌運輸支局
・先進事例等、各地での取り組みの情報提供
・地域の公共交通のあり方に関する指導


